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（３） 新事業移行促進事業（新規）

１ 事業の目的
新体系への移行に伴うコストの増加等に対応できるよう、移行した新体系事業所に一定の助成を行う事業を

設けることによって、旧体系施設から新体系への移行を促進することを目的とする。

２ 事業の内容
（１）実施主体 市町村
（２）事業の内容

特定旧法指定施設が下記の新体系事業所等へ移行した月において、当該月の利用者数
に応じて、事業所等に助成を行う。（助成対象は移行した当該１か月に限る）

・対象事業：生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ
型、就労継続支援Ｂ型、施設入所支援

（３）補助単価

・生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援・ ・ ・ ２１年度：１人につき６，０００円
※障害者支援施設において行われるものを含む。 ２２年度： 〃 ５，７００円

２３年度： 〃 ５，４００円

・施設入所支援・ ・ ・ ２１年度：１人につき５，０００円
２２年度： 〃 ４，７５０円
２３年度： 〃 ４，５００円

３ 補助割合 国１／２、都道府県１／４、支給決定市町村１／４

４ 実施年度 平成２１年度～２３年度

５ その他 利用者負担については、徴収は不可とする。

６ 事業担当課室・係 障害福祉課 福祉サービス係 ５



（４） 事務処理安定化支援事業（新規）
１ 事業の目的

障害者自立支援法施行に伴う事務処理に係る事務が定着するまでの間、事務職員を効果的に配置することによって、利用者負
担上限額管理、請求事務又は指定申請などの事務処理を適正に実施し、直接サービスを提供する職員の利用者に対する安定した
支援を確保し、もって障害福祉サービスの質の向上を図ることを目的とする。

２ 事業の内容
（１）実施主体 市町村（障害児施設は都道府県、指定都市、児童相談所設置市）
（２）事業の内容

障害福祉サービス事業所、障害者支援施設、特定旧法指定施設及び障害児施設において、事務職員を配置し、次の条件に
該当する場合に助成を行う。

① 定員６０人以下の場合 事務職員を常勤換算で２人以上配置していること
② 定員６１人以上８０人以下の場合 事務職員を常勤換算で３人以上配置していること
③ 定員８１人以上の場合 事務職員を常勤換算で４人以上配置していること

注1 居宅介護事業所、重度訪問介護事業所、行動援護事業所、重度障害者等包括支援事業所は除く。

（３）補助単価 利用者１人あたり単価
①定員６０人以下の場合 ２０，０００円
②定員６１人以上８０人以下の場合 １５，０００円
③定員８１人以上の場合 １０，０００円

注2 各年度の７月中における実利用者の人数に応じて助成を行う。

注3 実施期間(21～23年度）をとおして１事業所につき１回限りの補助に限る

３ 補助割合 障害者施設：国１／２、都道府県１／４、支給決定市町村１／４
障害児施設：国１／２、都道府県（指定都市、児童相談所設置市）１／２

４ 実施年度 平成２１年度～２３年度

５ そ の 他 ○ 原則、平成21年度中における助成とするが、平成21年８月以降に新規に事業を開始する事業所等については、
平成22年度以降の助成も可能とする。

○ 事務職員の配置が助成基準を満たしていることについて、事業所が所在する都道府県に対して届出を行うこと。
６ 事業担当課室・係 障害福祉課 福祉サービス係、障害児支援係 ６



２ 事業の内容
（１）実施主体 都道府県
（２）事業の内容

入所施設の入所者又は精神科病院の入院患者が地域生活に移行するに当たって、地域生活で新たに必要
となる物品を購入するための費用の助成を行う。
・対象施設：障害者支援施設、宿泊型自立訓練事業所、精神障害者退院支援施設、精神科病院（精神科病

院以外の病院で精神病床を有するものを含む。）身体障害者療護施設、身体障害者入所更生
施設、身体障害者入所授産施設、知的障害者入所更生施設、知的障害者入所授産施設、知的
障害者通勤寮、精神障害者生活訓練施設、精神障害者入所授産施設、精神障害者福祉ホーム
Ｂ型

・対象者：対象施設に２年以上入所等している障害者（宿泊型自立訓練事業所、精神障害者退院支援施設、
知的障害者通勤寮、精神障害者生活訓練施設及び精神障害者福祉ホームＢ型を除く対象施設に２
年以上入所・入院していた者に限る。）であって、居宅（賃貸住宅を含み、家族等との同居の場合
を除く。）、ケアホーム、グループホーム又は福祉ホームに移行する者。

・対象物品：地域生活を開始するに当たり必要となる物品類（布団・枕・シーツ等の寝具、タオル、照明
器具、食器類等であってグループホーム等の共用物品は除く。）

（６）地域移行支度経費支援事業（新規）
１ 事業の目的

入所施設の入所者や精神科病院の入院患者の地域生活への移行を促進するため、地域での生活において必要
となる物品の購入について支援を行うことを目的とする。

（３）補助単価 １人あたり３０，０００円以内

３ 補助割合 国１／２、都道府県１／４、市町村１／４
※（精神科病院、精神障害者生活訓練施設、精神障害者入所授産施設及び精神障害者福祉ホー
ムＢ型からの退院・退所については、国１／２、都道府県（政令指定都市）１／２）

４ 実施年度 平成２１年度～２３年度
５ 留意事項

事業を行うに当たっては、都道府県等が対象施設に助成を行い、原則対象施設が対象者に現物をもって支給
若しくは購入の支援又は現金の支給を行うこと。

６ 事業担当課室・係 障害福祉課 地域移行支援係
８



地域移行支度経費支援事業の助成対象
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